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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第124期

第２四半期連結
累計期間

第125期
第２四半期連結

累計期間
第124期

会計期間

自 平成29年
　 ４月１日
至 平成29年
　 ９月30日

自 平成30年
　 ４月１日
至 平成30年
　 ９月30日

自 平成29年
　 ４月１日
至 平成30年
　 ３月31日

売上高 （百万円） 107,235 135,173 230,462

経常利益 （百万円） 4,001 3,369 8,034

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,768 2,227 5,500

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,190 2,342 7,199

純資産額 （百万円） 107,361 111,002 109,859

総資産額 （百万円） 233,143 280,708 248,102

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 117.90 94.85 234.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.7 39.1 43.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,705 7,333 10,780

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,938 △16,651 △5,861

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △237 13,601 1,834

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 20,769 27,075 23,036

 

回次
第124期

第２四半期連結
会計期間

第125期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自 平成29年
　 ７月１日
至 平成29年
　 ９月30日

自 平成30年
　 ７月１日
至 平成30年
　 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.22 15.37

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．売上高には、消費税等は含めていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、自動車・産業機械部品事業セグメントにおける主要な関係会社の異動については、「第４　経理の状況　１

四半期連結財務諸表　注記事項（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」に記載の通りです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国と中国が相互に追加関税を発動する等、通商問題が深

刻化したものの、米国では緩やかに景気が拡大し、中国及び新興国でも持ち直しの動きが続いたことから、全

体としては緩やかに回復しました。わが国経済は、雇用情勢の改善に加え、鉱工業生産や設備投資が増加基調

で推移したことにより、緩やかに回復しました。

このような状況下、当社グループは、持続的成長と働きがいのある会社を目指した中期経営計画「Growth &

Change 2018」を最終目標に向けて実行しております。鉄鋼事業においては、鉄筋加工の効率化を可能とする新

製品TACoil（ティーエーコイル）を予定通り10月より販売開始する等、需要の開拓に努めております。また、

完全子会社化したスチールホイールメーカーのリンテックス株式会社及びアルミホイールメーカーの旭テック

株式会社とのシナジー効果発現に向けた取り組みを開始しました。

当第２四半期連結累計期間における業績につきましては、建設機械用足回り部品等の販売数量の増加に加

え、リンテックス株式会社及び旭テック株式会社の新規連結効果等により、売上高は1,351億７千３百万円（前

年同期比26.1％増）となりました。しかしながら、製鋼用副資材等の価格上昇による大幅なコストアップに加

え、旭テック株式会社の買収に係る一時費用の発生もあり、営業利益33億３千６百万円（前年同期比7.4％

減）、経常利益33億６千９百万円（前年同期比15.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益22億２千７百

万円（前年同期比19.5％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

 

（鉄鋼事業）

電炉業界においては、建設向けを中心として鋼材需要は底堅く推移いたしました。一方で、主原料である鉄ス

クラップ価格に加え、合金鉄等の副資材価格や電力料金等の高騰が継続し、厳しい環境が続きました。

このような環境の中、当社グループは、販売数量が増加するとともに、販売価格の改善に努めた結果、売上高

は409億９千６百万円（前年同期比23.6％増）となりました。しかしながら、副資材等の価格上昇によるコスト

アップ影響が大きく、営業利益は12億９千７百万円（前年同期比22.6％減）となりました。

 

（自動車・産業機械部品事業）

建設機械業界においては、国内の油圧ショベル販売が、昨年の排ガス規制に伴う駆け込み需要の反動により

減少したものの、中国や北米を中心に海外の需要拡大が継続しました。また、世界各地の鉱山機械需要につい

ても引き続き好調に推移しました。自動車業界においては、国内生産台数は前年同期比でおおむね横ばいとな

りました。

このような環境を受けて、当社グループは、建設機械用足回り部品や鉱山向け超大型ホイール等の需要を着

実に捕捉したことに加え、リンテックス株式会社及び旭テック株式会社の新規連結効果等により、売上高は858

億４千５百万円（前年同期比29.6％増）となりました。また、材料である鋼材の価格上昇や旭テック株式会社

の買収に係る一時費用の発生があったものの、営業利益については36億５千２百万円（前年同期比13.9％増）

となりました。

 

（発電事業）

事業計画に沿って安定した電力供給に努めてまいりました。電力販売価格の上昇により売上高は49億８百万

円（前年同期比6.0％増）となりました。しかしながら修繕費の増加により営業利益は３億６千７百万円（前年

同期比23.8％減）となりました。

 

（その他）

化粧品等に使われる合成マイカについては国内外の販売拡大に取り組むとともに、クローラーロボットにつ

いては農業や物流業向けに前後左右移動型クローラー機構の開発を加速いたしました。また、屋内外サインシ

ステム事業、土木・建築事業、「トピレックプラザ」（東京都江東区南砂）等の不動産賃貸及びスポーツクラ

ブ「OSSO」の運営等が全体として堅調に推移いたしました。その結果、売上高は34億２千２百万円（前年同期

比7.0％増）、営業利益は８億１千２百万円（前年同期比15.6％増）となりました。
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（２）財政状態

①　資産

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、2,807億８百万円となり、前連結会計年度末比326億５百万円の増

加となりました。

　これは主に、有形固定資産の増加93億５千５百万円、棚卸資産の増加90億７千９百万円、現金及び預金の増

加40億５千万円、出資金の増加41億５千８百万円、無形固定資産の増加24億８千２百万円によるものです。

②　負債

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、1,697億５百万円となり、前連結会計年度末比314億６千２百万

円の増加となりました。

　これは主に、短期借入金の増加119億８千６百万円、買入債務の増加95億７千３百万円、長期借入金の増加

82億７千２百万円によるものです。

③　純資産

　当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、1,110億２百万円となり、前連結会計年度末比11億４千２百

万円の増加となりました。

　これは主に、その他有価証券評価差額金の増加８億１千５百万円、利益剰余金の増加８億１千４百万円によ

るものです。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動及び財務活動

の資金増加を投資活動の連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出等に充当し、当第２四半期連結

会計期間末には270億７千５百万円（前年同期比63億５百万円増）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は、減価償却費51億６千７百万円（前年同期比３千

４百万円減）、税金等調整前四半期純利益32億３千万円（前年同期比５億３千９百万円減）等により、73億３

千３百万円の増加（前年同期比23億７千１百万円減）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る支出110億４千３百万円（前年同期比110億４千３百万円減）、有形固定資産の取得による支出53億９千４百

万円（前年同期比16億１千万円減）等により、166億５千１百万円の減少（前年同期比117億１千３百万円減）

となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金は、借入金の純増額204億１千１百万円（前年同期比

186億６千４百万円増）、社債の償還による支出50億円（前年同期比50億円減）等により、136億１百万円の増

加（前年同期比138億３千８百万円増）となりました。

 

　　（４）経営方針及び対処すべき課題等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針及び対処すべき課題について重要な

変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は

次のとおりであります。

 

①　基本方針の内容の概要

　当社は上場会社であるため、当社の株式は、株主・投資家の皆様によって自由に取引ができるものです。し

たがいまして、当社は、当社の株式に対する大規模な買付行為につきましても、これを一概に否定するもので

はありません。大規模な買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、当社の経営を誰に委ねるべきかという

問題に関連しますので、最終的には、個々の株主の皆様の自由な意思によってなされるべきであると考えま

す。

　しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や合意のプロセスを

経ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に大規模な株式の買付行為を強行するといった動きが顕在

化しつつあります。このような一方的な大規模な買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為に関す

る十分な情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主の皆様が当該

買付行為の条件・方法等について検討し、また、当社取締役会が代替案の提示等を行うために必要かつ十分な

時間を確保することができないもの、その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないもの等当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう買付行為もあり得るものです。
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　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の様々な源泉

及び当社を支える各利害関係者との信頼関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を中長期的に確保し、または向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考えておりま

す。したがいまして、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模な

買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

②　基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要

　当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、それぞれの事業部門が培ったノウハウを複数の

事業部門が共有することによってつくり上げた独創性あふれる技術・技能と、それを用いた高付加価値製品を

展開するとともに、経営の健全性・透明性・効率性等の観点から当社に相応しいガバナンス体制を整備してお

ります。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組みの概要

　当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまたは向上させることを目的として、い

わゆる買収防衛策（以下「本対応方針」といいます。）を導入しております。

　本対応方針の概要は、当社の株券等を20％以上取得しようとする大規模買付者に対して、大規模買付行為に

関する必要な情報の事前の提供、取締役会によるその内容の評価・検討等に必要な時間の確保等、本対応方針

に定める大規模買付ルールに従うことを求め、大規模買付者が大規模買付ルールに従わない場合や、大規模買

付ルールに従っても当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうも

のであると明白に認められる場合に対抗措置を発動できるとするものです。

　上記②及び本③の内容の詳細につきましては、下記の当社ウェブサイトをご参照ください。

　　http://www.topy.co.jp/ja/stock/policy.html

④　上記②の取り組みについての取締役会の判断

　当社は、多数の投資家の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を向上させるための取り組みとして、上記②の取り組みを実施しております。上記②

の取り組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、それを当社の株式

の価値に適正に反映させていくことにより、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

著しく損なう大規模な買付行為は困難になるものと考えられ、上記②の取り組みは、上記①の基本方針に資す

るものであると考えております。

　したがいまして、上記②の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

⑤　上記③の取り組みについての取締役会の判断

　上記③の取り組みは、十分な情報の提供と十分な検討等の時間の確保の要請に応じない大規模買付者及び当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を行いまたは行おうとする大規

模買付者に対して、対抗措置を発動できることとしています。

　したがいまして、上記③の取り組みは、これらの大規模買付者による大規模買付行為を防止するものであ

り、上記①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組みであります。また、上記③の取り組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を確保しまたは向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようと

する大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な時間の確保を求め

るために実施されるものです。さらに、上記③の取り組みにおいては、株主意思の重視（株主総会決議による

導入、株主意思確認総会による発動及びサンセット条項（注）)、合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設

定、特別委員会の設置等の当社取締役会の恣意的な判断を排し、上記③の取り組みの合理性を確保するための

様々な制度及び手続が確保されているものであります。

　したがいまして、上記③の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　　　　　（注）買収防衛策の導入後、定期的に株主総会の承認を確保する条項をいいます。

 

（５）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５億２千４百万円です。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 88,300,000

計 88,300,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 24,077,510 24,077,510
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数

100株

計 24,077,510 24,077,510 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 24,077,510 － 20,983 － 18,528
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 4,818,264 20.46

トピーファンド 東京都品川区大崎一丁目２番２号 1,057,510 4.49

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
975,134 4.14

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
787,802 3.34

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 762,700 3.24

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 721,127 3.06

損害保険ジャパン日本興亜株式会

社
東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 574,600 2.44

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

545,200 2.31

トピー工業社員持株会 東京都品川区大崎一丁目２番２号 541,543 2.30

みずほ信託銀行株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
489,300 2.08

計 － 11,273,180 47.86

（注）１．当社は、自己株式を524,746株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自己株式

には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式52,927株を含めておりません。

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 762,700株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 721,127株

３．トピーファンドは当社及び関係会社取引先持株会の名称です。

４．平成28年10月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社みずほ銀

及びその共同保有者計３名が平成28年10月14日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されてい

るものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

　　なお、株式会社みずほ銀行の大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 787,802 3.27

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 489,300 2.03

アセットマネジメントOne株式

会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 622,600 2.59

計 － 1,899,702 7.89
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     534,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  23,477,000 234,770 －

単元未満株式 普通株式      65,810 － －

発行済株式総数 24,077,510 － －

総株主の議決権 － 234,770 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、自己保有株式が524,700株、相互保有株式が10,000株含まれ

ています。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式が52,900

株、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれています。また、「議決権の数」欄には、同信託名義の完

全議決権株式に係る議決権の数529個、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれていま

す。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

トピー工業株式会社
東京都品川区
大崎一丁目２番２号

524,700 － 524,700 2.18

（相互保有株式）      

北越メタル株式会社
新潟県長岡市
蔵王三丁目３番１号

10,000 － 10,000 0.04

計 － 534,700 － 534,700 2.22

（注）上記のほか、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する株式52,927株を四半期連結財務諸表上、自己株式

として処理しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更していま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 23,179 27,229

受取手形及び売掛金 53,253 54,855

商品及び製品 17,572 24,357

仕掛品 5,503 6,067

原材料及び貯蔵品 12,452 14,183

その他 6,600 7,296

貸倒引当金 △65 △91

流動資産合計 118,495 133,898

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 85,948 91,454

減価償却累計額 △57,633 △62,099

建物及び構築物（純額） 28,315 29,355

機械装置及び運搬具 186,638 199,774

減価償却累計額 △145,132 △154,802

機械装置及び運搬具（純額） 41,506 44,971

土地 15,897 17,504

リース資産 3,493 4,828

減価償却累計額 △2,172 △2,881

リース資産（純額） 1,320 1,947

建設仮勘定 3,871 6,239

その他 38,586 42,186

減価償却累計額 △37,290 △40,643

その他（純額） 1,295 1,543

有形固定資産合計 92,206 101,562

無形固定資産   

のれん － 2,333

その他 3,078 3,227

無形固定資産合計 3,078 5,561

投資その他の資産   

投資有価証券 29,351 30,546

長期貸付金 469 481

繰延税金資産 1,342 1,430

退職給付に係る資産 365 391

その他 2,852 6,892

貸倒引当金 △60 △56

投資その他の資産合計 34,321 39,686

固定資産合計 129,606 146,809

資産合計 248,102 280,708
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,324 33,128

電子記録債務 17,694 20,463

短期借入金 17,356 29,343

1年内償還予定の社債 5,000 5,000

リース債務 582 774

未払法人税等 1,715 1,080

その他 14,218 19,244

流動負債合計 82,891 109,035

固定負債   

社債 20,800 15,800

長期借入金 17,940 26,212

リース債務 875 1,145

繰延税金負債 494 1,409

執行役員退職慰労引当金 158 129

役員株式給付引当金 28 52

役員退職慰労引当金 42 36

定期修繕引当金 248 298

退職給付に係る負債 11,249 11,978

資産除去債務 276 323

その他 3,238 3,283

固定負債合計 55,351 60,670

負債合計 138,242 169,705

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,983 20,983

資本剰余金 18,652 18,652

利益剰余金 63,302 64,117

自己株式 △1,734 △1,707

株主資本合計 101,203 102,046

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,970 8,785

繰延ヘッジ損益 △9 3

為替換算調整勘定 31 △745

退職給付に係る調整累計額 △235 △194

その他の包括利益累計額合計 7,756 7,848

非支配株主持分 899 1,107

純資産合計 109,859 111,002

負債純資産合計 248,102 280,708

 

EDINET提出書類

トピー工業株式会社(E01230)

四半期報告書

13/22



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 107,235 135,173

売上原価 89,345 114,809

売上総利益 17,890 20,363

販売費及び一般管理費 ※ 14,285 ※ 17,027

営業利益 3,605 3,336

営業外収益   

受取利息 32 48

受取配当金 363 382

為替差益 420 23

持分法による投資利益 169 153

その他 169 189

営業外収益合計 1,156 796

営業外費用   

支払利息 329 324

その他 430 439

営業外費用合計 759 763

経常利益 4,001 3,369

特別利益   

固定資産売却益 14 3

投資有価証券売却益 51 0

特別利益合計 66 3

特別損失   

固定資産売却損 127 3

固定資産除却損 170 138

その他 0 0

特別損失合計 297 142

税金等調整前四半期純利益 3,770 3,230

法人税等 951 932

四半期純利益 2,818 2,298

非支配株主に帰属する四半期純利益 50 70

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,768 2,227
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 2,818 2,298

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,649 795

繰延ヘッジ損益 11 13

為替換算調整勘定 △461 △765

退職給付に係る調整額 146 40

持分法適用会社に対する持分相当額 25 △40

その他の包括利益合計 1,371 43

四半期包括利益 4,190 2,342

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,137 2,320

非支配株主に係る四半期包括利益 53 21
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,770 3,230

減価償却費 5,201 5,167

のれん償却額 － 59

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △5

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △41

定期修繕引当金の増減額（△は減少） △133 50

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 169 199

受取利息及び受取配当金 △396 △430

支払利息 329 324

持分法による投資損益（△は益） △169 △153

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △51 0

有形固定資産除売却損益（△は益） 282 138

売上債権の増減額（△は増加） △1,725 1,745

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,639 △4,248

仕入債務の増減額（△は減少） 6,530 3,888

その他の資産・負債の増減額 △525 △949

小計 9,649 8,975

利息及び配当金の受取額 423 448

利息の支払額 △339 △369

法人税等の支払額 △28 △1,720

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,705 7,333

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 82 110

有形固定資産の取得による支出 △3,784 △5,394

有形固定資産の売却による収入 325 10

投資有価証券の取得による支出 △1,465 △15

投資有価証券の売却による収入 63 0

貸付けによる支出 △13 △26

貸付金の回収による収入 165 14

無形固定資産の取得による支出 △286 △285

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △11,043

その他 △24 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,938 △16,651

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,229 12,614

長期借入れによる収入 2,320 10,350

長期借入金の返済による支出 △2,802 △2,553

社債の償還による支出 － △5,000

ＣＭＳによる預り金の増減額（△は減少） 0 0

リース債務の返済による支出 △297 △359

自己株式の取得による支出 △7 △3

自己株式の処分による収入 － 0

配当金の支払額 △1,645 △1,412

非支配株主への配当金の支払額 △33 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー △237 13,601

現金及び現金同等物に係る換算差額 △109 △245

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,420 4,038

現金及び現金同等物の期首残高 16,349 23,036

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 20,769 ※ 27,075
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　１．連結の範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間より、株式を取得したため、ATCホールディングス株式会社他４社を連結の範囲に含

めております。

 

　２．持分法適用の範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間より、株式を取得したため、ATCホールディングス株式会社の関連会社２社を持分法

適用の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算していま

す。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しています。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

従業員について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っています。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

 172百万円 160百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

運賃 4,320百万円 5,440百万円

給料 3,431 3,772

退職給付費用 475 315

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 20,911百万円 27,229百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △142 △154

現金及び現金同等物 20,769 27,075
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月22日

取締役会
普通株式 1,649百万円 70.0円 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金５百万円が

含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月２日

取締役会
普通株式 471百万円 20.0円 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金１百万円が

含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月22日

取締役会
普通株式 1,413百万円 60.0円 平成30年３月31日 平成30年６月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金４百万円が

含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月２日

取締役会
普通株式 471百万円 20.0円 平成30年９月30日 平成30年12月４日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式に対する配当金１百万円が

含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       　（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 鉄鋼
自動車・
産業機械
部品

発電 計

売上高         

外部顧客への

売上高
33,164 66,244 4,628 104,037 3,197 107,235 － 107,235

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

9,341 － － 9,341 － 9,341 △9,341 －

計 42,506 66,244 4,628 113,379 3,197 116,577 △9,341 107,235

セグメント利益 1,676 3,206 482 5,366 702 6,068 △2,463 3,605

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、ク

ローラーロボット、屋内外サインシステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運

営等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△2,463百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       　（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 鉄鋼
自動車・
産業機械
部品

発電 計

売上高         

外部顧客への

売上高
40,996 85,845 4,908 131,750 3,422 135,173 － 135,173

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

12,139 － － 12,139 － 12,139 △12,139 －

計 53,136 85,845 4,908 143,890 3,422 147,312 △12,139 135,173

セグメント利益 1,297 3,652 367 5,317 812 6,129 △2,793 3,336

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成マイカ、ク

ローラーロボット、屋内外サインシステム、土木・建築、不動産の賃貸及びスポーツ施設の運

営等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額△2,793百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社本社の管理部門に関わる費用です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

　「自動車・産業機械部品」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に、ATCホールディングス株式

会社の株式を取得し、連結子会社としました。これによるのれんの増加額は2,392百万円です。なお、のれ

んの金額は、当第２四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算出さ

れた金額です。
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（企業結合等関係）

取得価額に見直しがなされた場合の修正金額

　平成30年５月31日に当社が取得したATCホールディングス株式会社の取得価額及び取得原価の配分について、

第１四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っております。当第２四半期連結会計期間においても、

引き続き暫定的な会計処理を行っておりますが、取得価額の見直しを行ったことにより、のれんについて以下の

修正を行っております。

　　のれん（修正前）　3,224百万円

　　のれん（修正後）　2,392百万円

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 117円90銭 94円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,768 2,227

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
2,768 2,227

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,482 23,486

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

２．取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定

上、株式数の計算において控除する自己株式に含めています（前第２四半期連結累計期間68千株、当

第２四半期連結累計期間63千株）。

 

（重要な後発事象）

製鋼工場における事故による影響について

　平成30年10月25日に発生しました当社豊橋製造所製鋼工場内の事故により、電気炉本体及び周辺の設備が一部

損傷いたしました。本件による翌四半期以降の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況への影響額は

現在精査中です。

 

２【その他】

平成30年11月２日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しました。

（イ）剰余金の配当による配当金の総額・・・・・471百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成30年12月４日

（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月９日

トピー工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 麻生　和孝　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 耕田　一英　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトピー工業株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トピー工業株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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